
参加者の有無を確認する公募手続きに係る参加意思確認書の提出を求める公示 

 

令和７年６月６日 

独立行政法人自動車技術総合機構 交通安全環境研究所環境研究部長 新国 哲也 

次のとおり、参加意思確認書の提出を招請します。 

1. 当該招請の主旨 

  本業務については、国土交通省が次世代大型車についての開発及び実用化を促進するた

めに実施している「脱炭素に向けた産学官連携による次世代大型車開発促進事業」の一部

試験調査を実施するものであり、下記の応募要件を満たし、本業務の実施を希望する者の

有無を確認する目的で、参加意思確認書の提出を招請する公募を実施するものである。 

  応募の結果、4.の応募要件を満たすと認められる者がいない場合にあっては、本業務に

必要な試験研究設備、調査研究実績、有している法人等（以下「特定法人等」という。）

との契約手続きに移行する。 

なお、4.の応募要件を満たすと認められる者がいる場合にあっては、特定法人等と当該応

募者に対してプロポーザル方式による技術提案書（または企画競争による企画提案書）の

提出を要請する予定である。 

 

2. 業務概要 

(1) 業務名 カーボンニュートラル燃料のポテンシャルを生かした燃焼制御の検討 

及び実験業務 

(2) 業務内容 

 ①次世代燃料のあるべき方向性に関する検討 

 ②燃料種の選定 

 ③製造時のコストやLCAに関する検討 

 ④高過給単気筒ディーゼルエンジンを用いた試験 

 ⑤①〜④をまとめた100ページ程度の報告書の作成 

 ⑥指定する会議への参加 

(3) 履行期限  令和8年3月6日 

 

3. 業務目的 

ディーゼルエンジンの高熱効率という特性とCN燃料の特性を生かした協調最適化によ

る燃焼制御について調査を行うことを目的とする。 

 

4. 応募要件 

（１）基本的要件 

① 独立行政法人自動車技術総合機構契約事務実施細則（平成28年3月31日細則第

9号）第25条の規定に該当しない者であること。 

② 国の部局長（指名停止権者）から指名停止を受けている期間中でないこと。 

③ 国の機関において、令和7・8・9年度の一般競争（指名競争）参加資格（全省庁

統一資格）で「役務の提供等」の資格を有する者。 

④ 警察当局から暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとし

て、国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続していない

者。 

（２）技術力に関する要件 

下記(3)の設備について、2.(2)の業務を満たすために改良等を実施する技術力を有



すること 

（３）設備・システムに関する要件 

令和6年度に実施した「カーボンニュートラル燃料のポテンシャルを生かした燃焼

協調制御の最適化検討及び実験業務」の報告書（閲覧可能）に記載された試験研究

設備（例えば最高筒内圧力30MPa以上に対応した過給単気筒ディーゼルエンジン）

と同等以上の設備を利用できるものであること 

（４）業務執行体制に関する要件 

業務の主たる部分を実施できるものであること。なお、業務の一部（「主たる部

分」を除く。）を第三者に委任し又は請け負わせようとするとき（以下「再委託」

という。）は、あらかじめ再委託の相手方の住所、氏名、再委託を行う業務の範

囲、再委託の必要性及び契約金額について記載した書面を発注者に提出し、承諾を

得なければならない 

（５）業務実績に関する要件 

大型車クラスの過給ディーゼルエンジンについて、大学等における研究、教育実績

あるいは企業等における実際のものを作成した実績を有すること。また、自動車技

術に関する論文等を自動車技術会、日本機械学会等で過去3年以内に2回以上発表

（論文や著作を含む）した実績を有すること 

 

5. 手続等 

（１）担当部署 

東京都調布市深大寺東町7-42-27 

独立行政法人自動車技術総合機構交通安全環境研究所環境研究部 

電話0422-41-3220  ファクシミリ0422-76-8604 

（２）説明書の交付期間、場所及び方法 

期間 令和７年６月６日から令和７年６月１７日まで 

場所  (1)に同じ 

方法 電送又は手渡し 

（３）参加意思確認書の提出期限、場所及び方法 

期限 令和７年６月１７日 １７時４５分 

場所  (1)に同じ 

方法 持参、郵送（書留郵便に限る。）又は電送すること。 

 

6. その他 

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）関連情報を入手するための照会窓口  5(1)に同じ。 

（３）当該応募者に対してプロポーザル方式による技術提案書（または企画競争による 

企画提案書）を要請する際の提出予定期限：令和７年６月２４日 １７時４５分 

 


